
○削減計画・実績

H15.3～

H17.4 　～H18.4 ～H19.4 ～H20.4 ～H21.4 ～H22.4 ～H23.4 ～H24.4

退職減 ▲ 444 ▲ 116 ▲ 107 ▲ 160 ▲ 215 ▲ 194 ▲ 201 ▲ 200

採用増 185 25 30 30 67 100 100 100

削減数 ▲ 259 ▲ 91 ▲ 77 ▲ 130 ▲ 148 ▲ 94 ▲ 101 ▲ 100

削減累計 ▲ 259 ▲ 350 ▲ 427 ▲ 557 ▲ 705 ▲ 799 ▲ 900 ▲ 1,000

退職減 ▲ 444 ▲ 140 ▲ 169 ▲ 186 ▲ 191

採用増 185 23 34 36 58

削減数 ▲ 259 ▲ 117 ▲ 135 ▲ 150 ▲ 133

削減累計 ▲ 259 ▲ 376 ▲ 511 ▲ 661 ▲ 794

25.9% 37.6% 51.1% 66.1% 79.4%

　（参考）職員数の状況

H14～H21

対前年 削減累計

4,154 3,560 3,451 ▲ 109 ▲ 703

665 620 593 ▲ 27 ▲ 72

276 254 257 3 ▲ 19

5,095 4,434 4,301 ▲ 133 ▲ 794

4,836人

4,719人 4,584人

4,434人
4,301人

4,095人

H14 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

Ｈ２１．４．１現在で、１，０００人の目標値に対し、７９４人の削減を実施。

１,０００人削減計画の実施状況（Ｈ21.4.1現在）
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　　■定員削減の目標

一般行政部門の職員を中心に、約２０％に相当する

１,０００人を削減

　　■対象期間

１０年間　（H15年4月1日～H24年4月1日）

　　■対象部門

・ 一般行政部門

・ 教育部門 （教員・市町村立学校事務職員を除く）

・ 警察部門 （警察官等を除く）

Ｈ１４．４．１現在　５，０９５人

Ｈ２１．４．１現在　４，３０１人（▲７９４人、▲１５．６％）

部門別職員数（平成21年４月１日現在）
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１,０００人の定員削減計画の概要

総数
１４，１８１人

・・・１，０００人削減対象




